
 

豊 中 市 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 建 替 え に 係 る 補 助 金 交 付

要 綱  

 

（ 目 的 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 国 が 定 め る 住 宅 市 街 地 総 合 整 備 事 業 制 度 要

綱 に 基 づ き 、 重 点 整 備 地 区 内 に お け る 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 建 替

え を 促 進 す る た め 、 本 市 が 実 施 す る 補 助 金 の 交 付 に 関 し 、 豊

中 市 補 助 金 等 交 付 規 則 （ 昭 和 ５ ７ 年 豊 中 市 規 則 第 １ ５ 号 。 以

下「 規 則 」と い う 。）に 定 め る も の の ほ か 、必 要 な 事 項 を 定 め

る こ と を 目 的 と す る 。  

（ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 に お い て 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ

れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

⑴  重 点 整 備 地 区  本 市 の 区 域 内 に お い て 住 宅 市 街 地 総 合 整

備 事 業 制 度 要 綱 第 5 に 基 づ き 住 宅 市 街 地 整 備 計 画 に 定 め る

重 点 整 備 地 区 （ 別 表 第 １ ） を い う 。  

⑵  木 造 賃 貸 住 宅 等  昭 和 ５ ６ 年 ５ 月 ３ １ 日 以 前 に 建 て ら れ

た 木 造 共 同 建 て 、 木 造 長 屋 建 て 及 び 木 造 重 ね 建 て の 賃 貸 住

宅（ 賃 貸 住 宅 の 用 に 供 す る 部 分 を 有 す る 建 築 物 を 含 む 。）並

び に 健 全 な 住 宅 地 区 の 形 成 上 市 長 が 特 に 建 替 え を 必 要 と 認

め る 建 築 物 を い う 。  

⑶  共 同 建 替 え  木 造 賃 貸 住 宅 等 の 所 有 者 等 （ 権 利 の 設 定 登

記 が な さ れ て い る も の に 限 る 。以 下 同 じ 。）が ２ 人 以 上 共 同

し て 行 う 建 替 え を い う 。 た だ し 、 １ 親 等 以 内 の 関 係 に な い

こ と 。  

⑷  協 調 建 替 え  木 造 賃 貸 住 宅 等 の 所 有 者 等 が ２ 人 以 上 一 体

性 に 配 慮 し た 設 計 に 基 づ い て 、 各 個 の 敷 地 で 行 う 建 替 え を

い う 。 な お 、 建 替 え の 時 期 が 異 な る 場 合 に は 、 計 画 期 間 中

に す べ て の 建 替 え が 完 了 す る こ と が 確 実 で あ る こ と 。  

⑸  ま ち づ く り 建 替 え  共 同 建 替 え 及 び 協 調 建 替 え を い う 。  

（ 交 付 対 象 者 ）  

第 ３ 条  こ の 要 綱 に よ る 補 助 金 の 交 付 を 受 け る こ と が で き る 者

は 、 重 点 整 備 地 区 内 に お い て そ の 所 有 に 係 る 木 造 賃 貸 住 宅 等

（ 市 が 実 施 す る 他 の 補 助 制 度 に よ り 、 除 却 に 係 る 補 助 金 等 の

交 付 を 受 け て い な い も の に 限 る 。）を 除 却 し 、次 の 各 号 に 掲 げ

る 補 助 金 の 種 類 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 住 宅 に 建

替 え を 行 う 者 と す る 。 た だ し 、 市 長 が 必 要 と 認 め る と き は 、



 

別 表 第 ４ を 適 用 で き る 。  

⑴  除 却 等 費 補 助 金  別 表 第 ２ 又 は 別 表 第 ４ の 表 の 各 号 の い

ず れ か に 適 合 す る 住 宅 。  

⑵  建 築 設 計 費 補 助 金  別 表 第 ２ 又 は 別 表 第 ４ の 表 の 各 号 の

い ず れ か に 適 合 す る 住 宅 。  

⑶  共 同 施 設 整 備 費 補 助 金  別 表 第 ２ ⑵ 、 別 表 第 ２ ⑶ 又 は 別

表 第 ４ に 適 合 す る 住 宅 。 た だ し 、 別 表 第 ２ ⑵ 及 び 別 表 第 ４

⑴ の 誘 導 建 替 え に あ っ て は 、 別 表 第 ６ の 共 同 施 設 整 備 費 補

助 金 の う ち 空 地 等 整 備 費 に 限 る 。  

２  前 項 各 号 に 掲 げ る 補 助 金 の 交 付 の 対 象 と な る 事 業（ 以 下「 補

助 事 業 」 と い う 。） 及 び そ の 額 は 別 表 第 ６ の と お り と す る 。  

３  前 項 に 規 定 す る 補 助 事 業 は 、 次 条 の 規 定 に よ る 申 込 み の あ

っ た 日 の 属 す る 年 度 の 末 日 ま で に 完 了 す る も の で な け れ ば な

ら な い 。 た だ し 、 市 長 が 特 別 の 事 由 が あ る と 認 め る と き は 、

こ の 限 り で な い 。  

（ 事 前 協 議 と 交 付 の 申 込 み ）  

第 ４ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者 は 、 事 前 協 議 書 （ 第

１ 号 様 式 ） に 必 要 書 類 を 添 え て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。  

２  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者 は 、 前 項 の 事 前 協 議 終 了

後 、 規 則 第 ３ 条 の 規 定 に よ り 補 助 金 等 交 付 申 込 書 （ 別 記 様 式

第 １ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

３  補 助 金 等 交 付 申 込 書 を 市 長 に 提 出 す る 場 合 に お い て は 、 規

則 第 ３ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 書 類 と し て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る も

の を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。  

⑴  付 近 見 取 図  

⑵  建 築 計 画 図  

⑶  そ の 他 、 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

（ 交 付 決 定 ）  

第 ５ 条  市 長 は 、 規 則 第 ４ 条 に 規 定 す る 補 助 金 の 交 付 を 決 定 す

る 場 合 に お い て は 、 当 該 申 込 み の 内 容 に つ い て 、 こ の 要 綱 及

び こ れ に 基 づ く 別 の 定 め の 規 定 に 適 合 す る も の で あ る こ と を

確 認 し て 行 う 。  

（ 交 付 の 条 件 ）  

第 ６ 条  市 長 は 、 補 助 金 の 交 付 を 決 定 す る 場 合 に お い て は 、 規

則 第 ５ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の 条 件 を 付 す 。  

⑴  補 助 事 業 の 内 容 を 変 更 （ 市 長 の 認 め る 軽 微 な 変 更 を 除



 

く 。）し よ う と す る 場 合 に お い て は 、市 長 の 承 認 を 受 け る こ

と 。  

⑵  補 助 事 業 が 予 定 の 期 間 内 に 完 了 し な い 場 合 又 は 補 助 事 業

の 続 行 が 困 難 と な っ た 場 合 に お い て は 、 速 や か に 市 長 に 報

告 し て そ の 指 示 を 受 け る こ と 。  

⑶  補 助 事 業 を 中 止 又 は 廃 止 し よ う と す る 場 合 に お い て は 、

市 長 の 承 認 を 受 け る こ と 。  

⑷  当 該 補 助 金 に 係 る 収 入 及 び 支 出 に 関 す る 帳 簿 及 び 証 拠 書

類 を 整 備 し 、 当 該 補 助 金 の 対 象 と な っ た 事 業 の 完 了 す る 日

の 属 す る 年 度 の 末 日 か ら ５ 年 間 保 存 す る こ と 。  

⑸  補 助 事 業 に 係 る 間 接 補 助 に 付 さ れ た 条 件 の 履 行 に 必 要 と

認 め ら れ る 事 項  

⑹  そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 事 項  

（ 交 付 決 定 通 知 書 等 ）  

第 ７ 条  市 長 は 、 補 助 金 の 交 付 を 決 定 し た と き は 、 規 則 第 ６ 条

の 規 定 に 基 づ き 、 速 や か に 補 助 金 等 交 付 決 定 通 知 書 （ 別 記 様

式 第 ２ 号 ） に よ り 当 該 申 込 者 に 通 知 す る 。  

２  市 長 は 、 補 助 金 の 不 交 付 を 決 定 し た と き は 、 速 や か に 補 助

金 等 不 交 付 決 定 通 知 書 （ 第 ２ 号 様 式 ） に よ り 当 該 申 込 者 に 通

知 す る 。  

（ 補 助 事 業 の 中 止 ・ 廃 止 承 認 申 込 み ）  

第 ８ 条  前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 交 付 決 定 の 通 知 を 受 け た 者

（ 以 下「 補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 」と い う 。）は 、補 助 事 業 を 中

止 又 は 廃 止 し よ う と す る 場 合 に お い て 第 ６ 条 第 ３ 号 の 市 長 の

承 認 を 受 け よ う と す る と き は 、 補 助 事 業 中 止 ・ 廃 止 承 認 申 込

書 （ 第 ３ 号 様 式 ） に よ り 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

（ 補 助 事 業 の 内 容 の 変 更 申 込 み ）  

第 ９ 条  補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 は 、 補 助 事 業 の 内 容 を 変 更 し よ

う と す る 場 合 に お い て 、 第 ６ 条 第 １ 号 の 市 長 の 承 認 を 受 け よ

う と す る と き は 、 補 助 事 業 変 更 承 認 申 込 書 （ 第 ４ 号 様 式 ） に

よ り 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 補 助 事 業 変 更 承 認 申 込 書 の 提 出 が あ っ た と

き は 、 そ の 内 容 を 審 査 し 、 承 認 ・ 不 承 認 を 決 定 す る と と も に

そ の 旨 を 補 助 事 業 変 更 承 認 ・ 不 承 認 通 知 書 （ 第 ５ 号 様 式 ） に

よ り 当 該 申 込 者 に 通 知 す る 。  

３  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 変 更 の 承 認 を 決 定 す る 場 合 に お

い て 必 要 と 認 め る と き は 、 条 件 を 付 す こ と が で き る 。  



 

（ 交 付 決 定 の 取 消 し ・ 変 更 ）  

第 １ ０ 条  市 長 は 、 規 則 第 ８ 条 に 規 定 す る 補 助 金 の 交 付 の 決 定

の 全 部 も し く は 一 部 の 取 消 し 又 は そ の 内 容 も し く は こ れ に 付

し た 条 件 の 変 更 を 行 う 場 合 に お い て は 、 補 助 金 交 付 決 定 取

消 ・ 変 更 通 知 書 （ 第 ６ 号 様 式 ） に よ り 補 助 金 交 付 決 定 対 象 者

に そ の 旨 を 通 知 す る 。  

（ 着 手 届 ）  

第 １ １ 条  補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 は 、 補 助 事 業 に 着 手 す る と き

は 、 あ ら か じ め 着 手 届 （ 第 ７ 号 様 式 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ

ば な ら な い 。  

（ 実 績 報 告 ）  

第 １ ２ 条  補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 は 、 規 則 第 １ ０ 条 に 規 定 す る

実 績 報 告 書 （ 別 記 様 式 第 ３ 号 ） を 市 長 に 提 出 す る 場 合 に お い

て は 、 同 条 第 ２ 号 に 定 め る 書 類 と し て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 補

助 金 の 種 類 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る も の を 添 付 し

な け れ ば な ら な い 。  

⑴  除 却 等 費 補 助 金  借 家 人 補 償 金 の 支 払 い を 証 す る 書 類 、

除 却 工 事 契 約 書 、 契 約 代 金 の 支 払 い を 証 す る 書 類 、 工 事 完

了 現 場 写 真  

⑵  建 築 設 計 費 補 助 金  建 築 計 画 図 書 、建 築 設 計 委 託 契 約 書 、

契 約 代 金 の 支 払 い を 証 す る 書 類  

⑶  共 同 施 設 整 備 費 補 助 金  工 事 完 成 写 真 （ 外 観 及 び 内 部 ）、

建 築 基 準 法 第 ７ 条 第 ５ 項 に 規 定 す る 検 査 済 証 の 写 し 、 建 設

工 事 請 負 契 約 書 、 契 約 代 金 の 支 払 い を 証 す る 書 類  

２  市 長 は 、 特 に 必 要 と 認 め る と き は 、 前 項 に 掲 げ る も の の ほ

か 、 参 考 と な る 書 類 の 提 出 を 求 め る こ と が で き る 。  

３  市 長 は 、 規 則 第 １ ０ 条 に 規 定 す る 実 績 報 告 書 の 提 出 が あ っ

た 場 合 に お い て は 、 そ の 内 容 を 審 査 し 、 こ の 要 綱 及 び こ の 要

綱 に 基 づ く 別 の 定 め の 規 定 並 び に 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に

付 し た 条 件 に 適 合 す る と 認 め る と き は 、補 助 金 の 額 を 確 定 し 、

補 助 金 等 交 付 確 定 通 知 書 （ 別 記 様 式 第 ４ 号 ） に よ り 補 助 金 交

付 決 定 対 象 者 に 通 知 す る 。  

（ 請 求 ）  

第 １ ３ 条  補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 は 、 前 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 通

知 を 受 け た と き は 、 規 則 第 ９ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 補 助

金 交 付 請 求 書 （ 第 ９ 号 様 式 ） に よ り 、 補 助 金 の 交 付 を 市 長 に

請 求 し な け れ ば な ら な い 。  



 

（ 返 還 ）  

第 １ ４ 条  市 長 は 、 規 則 第 １ ３ 条 に 規 定 す る 場 合 の ほ か 、 木 造

賃 貸 住 宅 等 の 建 替 え が 完 了 す る 見 込 み が な く な っ た 場 合 に お

い て は 、 補 助 金 の 交 付 の 決 定 を 取 消 し 、 既 に 交 付 さ れ た 補 助

金 の 全 部 又 は 一 部 の 返 還 を 命 ず る こ と が で き る 。  

２  規 則 第 １ ３ 条 及 び 前 項 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 返 還 を 命 ぜ ら

れ た 者 (以 下 「 補 助 金 等 返 還 者 」 と い う 。 )は 、 当 該 命 令 に 係

る 補 助 金 等 の 受 領 の 日 か ら 納 付 の 日 ま で の 日 数 に 応 じ 、 当 該

補 助 金 等 の 額 (そ の 一 部 を 納 付 し た 場 合 に お け る そ の 後 の 期

間 に つ い て は 、 既 納 額 を 控 除 し た 額 )に つ き 年 10.95 パ ー セ

ン ト の 割 合 で 計 算 し た 加 算 金 (100 円 未 満 の 場 合 を 除 く 。 )を

本 市 に 納 付 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 市 長 が 認 め る と き

は 、 加 算 金 の 納 付 を 免 除 す る こ と が で き る 。  

３  補 助 金 等 返 還 者 は 、 補 助 金 等 の 返 還 を 命 ぜ ら れ 、 こ れ を 納

期 日 ま で に 納 付 し な か っ た と き は 、 納 期 日 の 翌 日 か ら 納 付 の

日 ま で の 日 数 に 応 じ 、 そ の 未 納 付 額 に つ き 年 10.95 パ ー セ ン

ト の 割 合 で 計 算 し た 延 滞 金 (100 円 未 満 の 場 合 を 除 く 。 )を 本

市 に 納 付 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 地 位 の 承 継 ）  

第 １ ５ 条  補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 は 、 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 譲 渡 そ

の 他 の 事 由 が 生 じ た と き は 、 市 長 の 承 認 を 得 て 、 そ の 地 位 を

承 継 さ せ る こ と が で き る 。  

２  前 項 に 規 定 す る 地 位 の 承 継 に つ い て 、 市 長 の 承 認 を 受 け よ

う と す る 者 は 、地 位 承 継 承 認 申 込 書（ 第 １ ０ 号 様 式 ）に よ り 、

地 位 の 承 継 を 受 け よ う と す る 者 に 係 る 当 該 権 利 を 証 す る 書 類

及 び 他 の 補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 の 同 意 を 証 す る 書 類 を 添 付 し

て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

３  前 項 に 規 定 す る 地 位 承 継 承 認 申 込 書 が 提 出 さ れ た と き は 、

市 長 は 、 そ の 承 認 ・ 不 承 認 を 決 定 し 、 地 位 承 継 承 認 ・ 不 承 認

通 知 書 （ 第 １ １ 号 様 式 ） に よ り 、 当 該 申 込 者 に 通 知 す る 。  

（ 代 表 者 の 選 任 ）  

第 １ ６ 条  複 数 の 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 所 有 者 等 が 補 助 事 業 を 行 お

う と す る 場 合 は 、 そ の う ち か ら 代 表 者 を 選 任 し 、 市 長 に 届 け

出 る こ と に よ り 、 規 則 及 び こ の 要 綱 に 定 め る 補 助 金 に 関 す る

手 続 き （ 第 １ ５ 条 に 規 定 す る 地 位 の 承 継 に 係 る 手 続 き を 除

く 。）を 当 該 代 表 者 に よ っ て 行 わ せ る こ と が で き る 。こ の 場 合

に お い て 当 該 手 続 き は 、 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 所 有 者 等 全 員 に よ



 

っ て 行 わ れ た も の と 見 な す 。  

２  前 項 の 届 出 は 、 代 表 者 選 任 届 （ 第 １ ２ 号 様 式 ） に よ り 行 わ

な け れ ば な ら な い 。 代 表 者 を 変 更 す る 場 合 又 は 第 １ ５ 条 の 規

定 に よ り 地 位 の 承 継 が 行 わ れ た 場 合 に お い て も 同 様 と す る 。  

３  代 表 者 が 選 任 さ れ た 場 合 に お い て 、 規 則 及 び こ の 要 綱 に 基

づ き 市 長 が 行 う 手 続 き は 、 す べ て 代 表 者 を 相 手 方 と す る 。  

第 １ ７ 条  共 同 施 設 整 備 費 補 助 金 に 係 る 第 １ ２ 条 に 規 定 す る 実

績 報 告 書 を 提 出 す る 場 合 に お い て は 、 あ ら か じ め 、 当 該 補 助

事 業 に つ い て 完 了 検 査 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

第 １ ８ 条  除 却 等 費 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 者 は 、 当 該 木 造 賃 貸

住 宅 等 の 建 替 え が 完 了 し た と き は 、 建 替 事 業 完 了 届 （ 第 １ ３

号 様 式 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 共 同 施

設 整 備 費 補 助 金 の 交 付 を 受 け る 場 合 を 除 く 。  

２  市 長 は 、 前 項 に 規 定 す る 建 替 事 業 完 了 届 の 提 出 が あ っ た 場

合 に お い て は 、 そ の 内 容 を 審 査 し 、 こ の 要 綱 及 び こ の 要 綱 に

基 づ く 別 の 定 め の 規 定 並 び に 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に 付 し

た 条 件 に 適 合 す る と 認 め る と き は 、 建 替 完 了 確 認 通 知 書 （ 第

１ ４ 号 様 式 ） に よ り 当 該 建 替 事 業 完 了 届 を 提 出 し た 者 に 通 知

す る 。  

（ 関 係 法 令 等 の 遵 守 ）  

第 １ ９ 条  補 助 金 交 付 決 定 対 象 者 は 、 法 令 等 を 遵 守 す る と と も

に 、 当 該 補 助 事 業 の 敷 地 内 又 は そ の 周 辺 で 実 施 又 は 予 定 さ れ

て い る 公 的 事 業 の 所 管 部 署 と 十 分 な 協 議 を 行 い 、 そ の 指 示 に

従 わ な け れ ば な ら な い 。  

（ 施 行 細 目 ）  

第 ２ ０ 条  こ の 要 綱 に 定 め の な い 事 項 に つ い て は 、 別 に 市 長 が

定 め る 。  

 

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 昭 和 ５ ９ 年 １ 月 ２ ７ 日 か ら 実 施 す る 。  

２  こ の 要 綱 の 実 施 の 日 前 に お い て な さ れ た 規 則 に 基 づ く 、

豊 中 市 木 造 賃 貸 住 宅 総 合 整 備 地 区 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 建 替 に

係 る 補 助 金 に 関 す る 手 続 き は 、 同 規 則 に 基 づ く こ の 要 綱 に

よ る 補 助 金 に 関 す る 手 続 き と み な す 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 元 年 ２ 月 １ 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  



 

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ６ 年 ６ 月 ２ ３ 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ０ 年 ４ 月 1 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ３ 年 ４ 月 1 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ４ 年 ４ 月 1 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ８ 年 ４ 月 1 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ８ 年 １ ０ 月 1 日 か ら 実 施 す る 。  

２  こ の 要 綱 の 実 施 の 日 前 に お い て な さ れ た 規 則 に 基 づ く 、

豊 中 市 密 集 住 宅 市 街 地 整 備 促 進 地 区 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 建 替

に 係 わ る 補 助 金 に 関 す る 手 続 き は 、 同 規 則 に 基 づ く こ の 要

綱 に よ る 補 助 金 に 関 す る 手 続 き と み な す 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ４ 年 ３ 月 １ 日 か ら 実 施 す る 。  

２  こ の 要 綱 の 実 施 の 日 前 に お い て な さ れ た 規 則 に 基 づ く 、

豊 中 市 住 宅 市 街 地 総 合 整 備 地 区 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 建 替 え に

係 わ る 補 助 金 に 関 す る 手 続 き は 、 同 規 則 に 基 づ く こ の 要 綱

に よ る 補 助 金 に 関 す る 手 続 き と み な す 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ５ 年 ３ 月 ２ ９ 日 か ら 実 施 す る 。  

２  こ の 要 綱 の 実 施 の 日 前 に お い て な さ れ た 規 則 に 基 づ く 、

豊 中 市 老 朽 木 造 賃 貸 住 宅 等 の 建 替 え に 係 わ る 補 助 金 に 関 す

る 手 続 き は 、 同 規 則 に 基 づ く こ の 要 綱 に よ る 補 助 金 に 関 す

る 手 続 き と み な す 。  

付  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 1 日 か ら 実 施 す る 。  



別表第１

重
点
整
備
地
区

豊中市野田町、庄内東町1～6丁目、庄内西町1～5丁目、

庄内幸町1～5丁目、庄内栄町1～5丁目、日出町1～2丁目、

三国1～2丁目、三和町1～4丁目、大黒町1～3丁目、

島江町1～2丁目、千成町1～3丁目、神州町、名神口2丁目の一部、

名神口3丁目、庄内宝町1～3丁目、庄本町1～4丁目、

二葉町1～3丁目、大島町1～3丁目、

豊南町東1～4丁目、豊南町西1～5丁目、豊南町南1～6丁目



別表第２

ア 耐火構造又は準耐火構造の賃貸住宅であること。

イ 重ね建て住宅、連続住宅又は共同住宅であること。

ウ 各戸の住戸専用面積（廊下及び階段等の共用部分並びにバルコニーの床面

積を除く。ただし、パイプスペース、メーターボックスは入れる）が40㎡以上120

㎡以下であること。ただし、単身者用の住宅にあっては住戸専用面積が25㎡

以上であること。

エ 各戸が２以上の居住室を有するものであること。ただし、単身者用の住宅にお

いては、１以上の居住室を有すること。

オ 各戸が、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備及び浴室を備えたものである

こと。ただし、水洗便所については独立して設けること。

カ 別表第３に記すバリアフリー基準に適合すること。

キ 敷地面積が150㎡以上であること。

ア （１）のアからカに該当すること。ただし、エの単身者用住宅に関しては全住宅

戸数の２分の１までとする。

イ 原則として地上階数３階以上であること。

ウ 敷地面積が200㎡以上であること。

ア 共同建替え、協調建替えであること。

イ （２）のアからイに該当すること。

ウ 敷地面積が200㎡以上であること。ただし、協調建替えの場合にあっては、敷

地面積の合計が300㎡以上かつ道路、広場、屋外駐車場等の有効空地が

原則として敷地面積の10％以上確保されること。

エ 協調建替えの場合においては、形態又は意匠で一体性に配慮した計画である

こと。

別表第３　バリアフリー基準

ア 廊下の幅及び床の仕上げは、高齢者等の通行に支障が生じないものであり、

廊下に段差がある場合は、傾斜路が設けられていること。

イ 階段の踏面及びけあげの寸法並びに踏面の仕上げは、高齢者等の通行に支

障が生じないものであること。

ウ 階段には、補助手摺が設けられていること。また、廊下は、少なくとも補助手摺

を設けることができる構造のものであること。

廊下及び階段は、手摺の設置等落下防止のための措置が講じられたもので

あること。

（１）

個
別
建
替
え

（１）

（２）

（３）

ま
ち
づ
く
り
建
替
え

住
宅
の
通
行
の
用
に
供

す
る
共
用
部
分

誘
導
建
替
え



別表第４

ア 別表第２（１）のアからカに該当すること。ただし、単身者用住宅に関しては、

全住宅戸数の２分の１までとする。

イ 原則として、地上階数３階以上であること。

ウ 別表第５に記すバリアフリー基準に適合すること。

エ 敷地面積が300㎡以上であること。

ア 共同建替え、協調建替えであること。

イ （１）のアからウに該当すること。

ウ 敷地面積が300㎡以上であること。協調建替えの場合にあっては、道路、

広場、屋外駐車場等の有効空地が原則として敷地面積の10％以上確保され

ること。

エ 協調建替えの場合においては、形態又は意匠で一体性に配慮した計画である

こと。

別表第５　バリアフリー基準

ア 避難通路

　避難階の出入り口から道路に至る避難経路（歩行者専用通路）の有効幅

員は、１.5ｍ以上とし、通路に段差がある場合はスロープ（手摺付き）等を

設け、段差解消を図ること｡なおこのスロープは原則として1/12以下の勾配

とすること。

イ 階段手摺

　原則として、階段には手摺（高さ80ｃｍ程度の位置）を設けること。

ウ 廊下

　廊下の有効幅員は､1.2ｍ以上とし、アルコーブ部分を含めて段差解消を図る

こと。ただし、玄関戸を外に開いた状態での有効幅員は､0.9ｍ以上とすること｡

ア 住戸内の段差

　住戸内の床は､原則として段差のない構造とすること。ただし、浴室及び

玄関上がり框は除く。

イ 手摺りの設置

　浴室及び便所に手摺（立ち上がり棒）を設けること。

（１）

誘
導
建
替
え

（２）

ま
ち
づ
く
り
建
替
え

（1）

住
棟
・
配
置
計
画

住
戸
計
画

（２）



別表第６

木造賃貸住宅等の建替えに 左に掲げる（１）及び（２）に係る通常生じる

伴う次の各号に掲げる工事 損失の補償に要する費用の合算額（市長が

等を内容とする事業 別に定める基準により算定した額を限度とす

（１） 既存建築物の除却工事 る。）の3分の1以内とする。ただし、市長が特

（２） 第1号の除却工事に伴う に認めるときは3分の2以内とする。

入居者の立ち退き

額

除却等費

補 助 金

種類 補助事業



木造賃貸住宅等の建替えに 左に掲げる事業のうち、下記に要する費用

伴う建築物に係る設計委託に （非住宅部分に係る費用を除き、市長が別に

関する事業 定める基準により算定した額を限度とする。）

の3分の1以内とする。ただし、市長が特に認

めるときは3分の2以内とする。

① 実施設計図書の作成

② 建築確認申請図書の作成

費補助金

種類 補助事業 額

建築設計



木造賃貸住宅等の建替えに 次の１から３に掲げる費用の合算額（非住

伴う次の各号に掲げる整備費 宅部分に係る費用を除き、市長が別に定める

に該当する事業 基準により算定した額を限度とする。）の3分

（１） 空地等整備費 の1以内とする。ただし、市長が特に認めると

（２） 供給処理施設整備費 きは3分の2以内とする。

（３） その他の施設等整備等費 （１） 空地等整備費

① 通路整備費

通路（公衆が住宅等の出入等に利用する

道をいう。）の整備費のうち、整地、側溝の

設置、舗装及び附帯設備の工事に要する

費用

② 駐車施設整備費

公衆が常時利用できる非営利的駐車施設

の整備費のうち、整地、側溝の設置、舗装及

び附帯設備の工事に要する費用

③ 児童遊園整備費

児童遊園の整備費のうち、整地、側溝の設

置、舗装、遊具等の設置及び附帯設備の工

事に要する費用

④ 緑地整備費

緑地の整備費のうち、造成、植栽及び附帯

設備の工事に要する費用

⑤ 広場整備費

広場の整備費のうち、整地、側溝の設置、

舗装及び附帯設備の工事に要する費用

補助事業 額

共同施設

整 備 費

補 助 金

種類



（２） 供給処理施設整備費

①給水施設整備費

給水施設のうち、外部の給水幹線、ポンプ

施設及び水槽（高置式、中間式及び地下式）

相互をつなぐ管路、ポンプ施設並びに水槽の

整備に要する費用

②排水施設整備費

排水施設のうち、外部の下水道本管、ポン

プ施設及び処理施設相互をつなぐ管路、ポン

施設並びに処理施設の整備に要する費用

③電気施設整備費

電気施設のうち、外部の幹線、受変電設

備及び自家発電設備相互をつなぐケーブル

、受変電設備並びに自家発電設備の整備に

要する費用

④ガス供給施設整備費

ガス供給施設のうち、外部の本管とガスガ

バナー及びガスガバナー相互をつなぐ管路

並びにガスガバナーの整備に要する費用

⑤電話施設整備費

電話施設のうち、外部の電話幹線と配線

盤及び配線盤相互をつなぐケーブル並びに

配線盤の整備に要する費用

種類 補助事業 額



⑥ごみ処理施設整備費

ごみ処理施設のうち、共同貯塵槽、共同

ごみ搬送設備及び共同ごみ圧縮設備の整備

に要する費用

⑦熱供給施設整備費

熱供給施設のうち、プラントと熱交換器

（これに類する施設を含む。）をつなぐ管路

及び熱交換器（これ類する施設を含む。）の

整備に要する費用

（３） その他の施設等整備等費

①共用通行部分整備費

共用通行部分（廊下、階段、エレベーター

及びホールをいい、個別の住宅、一般店舗、

大規模小売店舗、事務所、ホテル等の用途

に専用的又は閉鎖的に使用されるものを除

く。）の整備に要する費用で次式により算出

した額

ただし、

Ｐ： 共用通行部分の整備に要する費用

Ｃ： 住宅等の建築主体工事費（全体の建築

工事費から屋内設備工事費及び屋外附

帯工事費を除いた額。）

Ｓ１： 補助対象となる共用通行部分の床面積の

合計

Ｓ２： 住宅等の延べ面積

Ｅ： エレベーターの設備工事費

種類 補助事業 額

Ｐ＝Ｃ×
Ｓ１

＋Ｅ
Ｓ２



②機械室（電気室を含む。）設置費

③集会所及び管理事務所等整備費

集会所、管理事務所及びサービスフロン

トの整備に要する費用

④避難設備設置費

避難設備のうち、排煙設備、非常用照明

装置及び防火戸（通路、階段及び出入り口

に設けるものをいう。）等の設備の設置に要

する費用

⑤消火設備及び警報設備設置費

⑥監視装置設置費

監視装置（防犯カメラ、防犯システム等を

含む。）の設置費のうち、給水施設、受変電

設備、消防施設、エレベーター、エントランス、

駐車場等に係る監視装置の設置に要する費

用

⑦立体的遊歩道及び人口地盤施設整備費

⑧避雷設備設置費

⑨電波障害防除設備設置費

電波障害防除設備（住宅等の建設によっ

てテレビ聴視障害を受ける施行地区外の区域

へのテレビ共同聴視施設をいう。）の設置費

のうち共同アンテナ、配線及びその他の必要

附帯設備の設置に要する費用

種類 補助事業 額



要綱様式及び規則様式

（ 要綱第４条第１項 ）

（ 要綱第７条第２項 ）

（ 要綱第８条 ）

（ 要綱第９条第１項 ）

（ 要綱第９条第２項 ）

（ 要綱第１０条 ）

（ 要綱第１１条第１項 ）

（ - ）

（ 要綱第１３条 ）

（ 要綱第１５条第２項 ）

（ 要綱第１５条第３項 ）

（ 要綱第１６条第２項 ）

（ 要綱第１８条第１項 ）

（ 要綱第１８条第２項 ）

（ 規則第３条 ）

（ 要綱第４条第２項 ）

（ 規則第６条 ）

（ ）

（ 規則第１０条 ）

（ 要綱第１２条 ）

（ 規則第１１条 ）

（ 要綱第１２条第３項 ）
補 助 金 等 交 付 確 定 通 知 書 別記様式第４号

別記様式第１号

別記様式第２号

別記様式第３号補 助 事 業 等 実 績 報 告 書

書類の名称 様式

第１号様式

第２号様式

第３号様式

補 助 金 等 交 付 申 込 書

補 助 金 等 交 付 決 定 通 知 書

様式

補 助 金 交 付 請 求 書

事 前 協 議 書

補 助 金 等 不 交 付 決 定 通 知 書

補 助 事 業 中 止 ・ 廃 止 承 認 申 込 書

要綱第７条第１項

地 位 承 継 承 認 申 込 書

書類の名称

第４号様式

第１４号様式

着 手 届

第１３号様式

地 位 承 継 承 認 ・ 不 承 認 通 知 書

第１２号様式

-

建 替 完 了 確 認 通 知 書

第５号様式

第６号様式

第７号様式

代 表 者 選 任 届

建 替 事 業 完 了 届

第８号様式

第９号様式

第１０号様式

第１１号様式

補 助 金 交 付 決 定 取 消 ・ 変 更 通 知 書

規則様式

補 助 事 業 変 更 承 認 申 込 書

補 助 事 業 変 更 承 認 ・ 不 承 認 通 知 書

要綱様式



（第１号様式）

年 月 日

(あて先）豊中市長

申込者 住所

連絡先

氏名 印

住所

氏名 印

住所

氏名 印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

　豊中市木造賃貸住宅等の建替えに係る補助金交付要綱第４条第２項の規定に基づき、

下記の書類を添えて協議を申し出ます。

（添付書類）

・ 事業計画書

・ 付近見取図 軽

・ 現況写真

・ 家屋台帳閲覧同意書

＜建替え前の建築物に関する書類＞

・ 除却計画図

・ 床面積計算書

・ 借家人一覧表

＜建替え後の建築物に関する書類＞

・ 建築計画図

・ 計画建築物面積表

・ 整備基準チェックリスト

※提出書類は、Ａ４サイズを基本とする。

※写真はカラー印刷とする。

事前協議書



（第２号様式）

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日づけで申込みのあった補助金等については、審査の結果、

下記の理由により交付することができないので、通知します。

補 助 金 等 の 名 称

理 由

補助金等不交付決定通知書



（第３号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

 

印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

年 月 日づけで申込みし、 年 月 日豊中市指令

　　　第 号で交付決定された補助事業を（中止・廃止）したいので申し込みます。

年 月 日～ 年 月 日

（添付書類）

補助金等交付決定通知書（写）

氏名

住所

補助事業中止・廃止承認申込書

中 止 の 期 間

申込者

中止・廃止の理由

中止･廃止後の措置



（第４号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

年 月 日づけで申込みし、 年 月 日豊中市指令

　　　第 号で交付決定された補助事業を変更したいので申し込みます。

（添付書類）

補助金等交付決定通知書（写）

変更内容が分かる資料（補助金等交付申込書の関係書類に準ずる。）

申込者

氏名

補助事業変更承認申込書

住所

変更の理由

変更の内容



（第５号様式）

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日づけで申込みのあった補助事業の変更については、次の

とおり（承認した・不承認である）ので通知します。

承認の内容

不承認の理由

補助事業変更承認・不承認通知書



（第６号様式）

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日豊中市指令　　第 号で通知した補助金の交付決定

を（取り消す・変更する）ので、豊中市木造賃貸住宅等の建替えに係る補助金交付要綱第

１０条の規定により通知します。

変 更 の 内 容

補助金交付決定取消・変更通知書

変 更 ･ 取 消 の 理 由



（第７号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

次のとおり事業に着手しますので、届出します。

年 月 日 豊中市指令　　第 号

年 月 日

年 月 日

（ ）級建築士事務所 第（ ）号

建設業者 第（ ）号

（添付書類）

補助金等交付決定通知書（写）

除却工事契約書（写）、建築設計委託契約書（写）、建設工事請負契約書（写）

住所

着手届

申込者

登 録 番 号

氏名

補 助 事 業 の 名 称

着 手 年 月 日

事 業 完 了 予 定 年 月 日

補助金の交付決定又は
変更決定年月日及び番号

補 助 金 の 名 称

設計･工事等の
施行業者住所氏名



（第９号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

次のとおり補助金を請求します。

年 月 日 豊中市指令　　第 号

上記金額を下記口座に振込み願います。

１． 普通 ２． 当座

（添付書類）

補助金等交付決定通知書（写）、補助金確定通知書（写）

住 所 、 電 話 番 号

申込者

補 助 事 業 の 名 称

補 助 金 の 名 称

補助金の交付決定又は
変更決定年月日及び番号

金 融 機 関 名 ・ 支 店 名

住所

氏名

補助金交付請求書

預 金種目（番号に 〇）

円補 助 金 交 付 決 定 額

確 定 補 助 金 額

補 助 金 請 求 額

円

円

口 座 番 号

振 込 口 座 名 義



（第１０号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

実印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

実印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

次の理由により、地位を継承したいので、関係書類を添えて申し込みます。

年 月 日 豊中市指令　　第 号

（添付書類）

補助金等交付決定通知書（写）、印鑑証明書

権利の承継を証する書類

補助金交付決定対象者全員の同意を証する書類

地位承継承認申込書

補 助 事 業 の 名 称

補助金の交付決定又は
変更決定年月日及び番号

被承継者 住所

氏名

住所

氏名

承継者

理　　　　由

補 助 金 の 名 称



（第１１号様式）

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日づけで申込みのあった地位承継承認ついては、（承認した・

不承認である）ので通知します。

年 月 日 豊中市指令　　第 号

地位承継承認・不承認通知書

補 助 金 の 名 称

補助金の交付決定又は
変更決定年月日及び番号

被 承 継 者

氏 名

不 承 認 の 理 由

住 所

住 所

補 助 事 業 の 名 称

氏 名

承 継 者



（第１２号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

実印

実印

実印

実印

実印

年 月 日に申し込みした豊中市木造賃貸住宅等の建替えに係る

補助金に関する一切の手続きについて、下記の者を私共の代表者と定めましたので、豊

中市木造賃貸住宅等の建替えに係る補助金交付要綱第１６条第２項の規定に基づき届

出します。

（添付書類）

印鑑証明書

氏名

記

住 所

住所

氏 名

氏名

住所

氏名

住所

氏名

住所

住所

代表者選任届

氏名



（第１３号様式）

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

次のとおり建替事業が完了しましたので、届出します。

年 月 日 豊中市指令　　第 号

年 月 日 豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ ） 級建築士事務所 第（ ）号

建設業者 第（ ）号

（添付書類）

建築基準法第７条第５項に規定する検査済証（写）

申込者

補助金の交付決定又は
変更決定年月日及び番号

住所

建替事業完了届

建 替 事 業 完 了 年 月 日

氏名

補 助 事 業 の 名 称

補 助 金 の 名 称

設 計 ・ 工 事 等 の
施 行 業 者 住 所 氏 名



（第１４号様式）

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日づけで提出のあった建替事業の完了については、豊中市

木造賃貸住宅等の建替えに係る補助金交付要綱第１８条第２項の規定により、交付決定の

内容及びこれに付した条件等に適合していると認めたので、通知します。

年 月 日 豊中市指令　　第 号

補 助 金 の 名 称

補助金の交付決定又は
変更決定年月日及び番号

補 助 事 業 の 名 称

建替完了確認通知書



別記様式第１号

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

実印

実印

実印

実印

実印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

豊中市補助金等交付規則第３条の規定により補助金等の交付を受けたいので、関係

   書類を添えて申し込みます。

円

申込者 住所

住所

補助金等の名称

住所

住所

氏名

氏名

住所

氏名

氏名

氏名

補助金等申込額

補助金等交付申込書



（関係書類）

１ 事業計画書

・ 建替え計画書

・ 建替（個別）計画表

２ 予算書

・ 資金計画書

・ 建替事業費の算出内訳

・ 補助金額算定書、限度額算出書　（※市が限度額比較を行い、作成したもの。）

・ 見積書等

・見積書（写） ・見積書（写） ・見積書（写）

・積算書

・Ａ設計書

・Ｂ設計書（※市が作成）

３ 建築物等に関する書類

・ 付近見取図

＜建替え前の建築物に関する書類＞

・ 除却計画図

・ 床面積計算書

・ 借家人一覧表、借家契約書（写）

＜建替え後の建築物に関する書類＞

・ 建築計画図

・ 共同施設計画図　（※共同施設整備費の申込みの場合に必要。）

・ 計画建築物面積表

・ 数量計算書　（※計算根拠となる図面等を適宜添付すること。）

・ 整備基準チェックリスト

４ その他の添付書類

・ 現況写真

・ 印鑑証明書

・ 公図（写）

・ 登記簿謄本（土地、建物）（写）

・ 相続関係説明図、戸籍謄本　（※相続登記ができていない場合）

・ 家屋台帳閲覧同意書

・ 建替え承諾書　（※土地所有者が建物所有者と異なる場合）

・ 委任状（※代理人に手続きを委任する場合）

※提出書類は、Ａ４サイズを基本とする。

※写真はカラー印刷とする。

建築設計費補助金 共同施設整備費補助金除却等費補助金



別記様式第２号

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日づけで申込みのあった補助金等については、次のとおり

決定したので、豊中市補助金等交付規則第６条の規定により通知します。

（交付の条件）

   補助事業の内容の変更（市長の認める軽微な変更を除く。）をする場合においては、

市長の承認を受けること。

   補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の続行が困難となった

場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。

   補助事業を中止又は廃止しようとする場合においては、市長の承認を受けること。

   当該補助金に係る収入及び支出に関する帳簿及び証拠書類を整備し、当該補助金

の対象となった事業の完了する日の属する年度の末日から５年間保存すること。

円

(２)

補助金等交付決定通知書

(４)

(１)

補助金等の名称

補 助 金 等 交 付 決 定 額

(３)



別記様式第３号

年 月 日

（あて先）豊中市長

　

印

（法人又は団体の場合は、その名称及び代表者）

年 月 日づけで申込みし、 年 月 日豊中市指令

　　　第 号で交付決定された補助事業等に係る実績を豊中市補助金等交付規則第

１０条の規定により、関係書類を添えて報告します。

年 月 日 年 月 日

の 経 過 及 び

申込者 住所

補助事業等実績報告書

概 要

着 手 年 月 日

補 助 事 業
等 の 名 称

補 助 事 業 等

補 助 事 業 等

補 助 事 業 等

完 了 年 月 日

氏名



（関係書類）

１ 決算書

・ 収支内訳書

・ 補助金額算定書（※市が限度額比較を行い、作成したもの。）

２ 要綱第１２条に規定する添付書類

・建築計画図書 ・工事完成写真

・検査済証（写）

・除却工事契約書（写） ・建設工事請負契約書（写）

・建築設計委託契約書（写）

・工事完了現場写真

３ その他の補助項目別添付書類

・確認済証（写）

４ その他の添付書類

・ 補助金等交付決定通知書（写）

・ 附近見取図

・ 整備基準チェックリスト

※提出書類は、Ａ４サイズを基本とする。

※写真はカラー印刷とする。

共同施設整備費
補助金

・契約代金の支払いを証する
　書類（写）

除却等費
補助金

建築設計費
補助金

共同施設整備費
補助金

・契約代金の支払いを証する
　書類（写）

・契約代金の支払いを証する
　書類（写）

除却等費
補助金

建築設計費
補助金

（計画書、設計書、計画
図、設計図等）

・借家人補償金の支払いを
　証する書類（写）



別記様式第４号

豊中市指令　　第 号

年 月 日

（ 年）

様

豊中市長

年 月 日づけで報告のあった補助金等については、次のとおり確定

したので、豊中市補助金等交付規則第１１条の規定により通知します。

円

円補 助 金 等 交 付 確 定 額

補 助 金 等 交 付 決 定 額

補助金等交付確定通知書

補 助 金 等 の 名 称


